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本日の説明内容

１． 農地制度において現在支障となっている事例（Ｐ２～Ｐ８）
（１） 農地転用に当たっての大臣許可・協議（Ｐ２～Ｐ４）
（２） 農用地区域からの除外（農振除外）、農地転用基準（Ｐ５～Ｐ８）

２．農地制度改善に向けた提案（Ｐ９）

【参考①】 地域の農業の振興に関する地方公共団体の計画（Ｐ１０）

【参考②】 農業振興地域の整備に関する法律（抜粋）（Ｐ１１）

【参考③】 農地法（抜粋）（Ｐ１２）

【参考④】 農地転用許可基準の概要（Ｐ１３）

【参考⑤】 農地制度をめぐる全国知事会の対応（Ｐ１４）
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（１） 農地転用に当たっての大臣許可・協議

大規模な農地転用は、次のようなおそれがある。
① 農地がまとまって失われる。
② 集団的な優良農地の周辺で無秩序な開発を招く。

大規模な農地転用にあたっては、国の関与が大きい。
① ２ｈａ超４ｈａ以下の場合は、大臣協議
② ４ｈａ超 の場合は、大臣許可

現 状

国の懸念

１． 農地制度において現在支障となっている事例

現在、大規模な農地転用は、国の判断が必要

２

課 題 ・事前協議において、時間を要するケースがある。・地域の実情に十分配慮する必要があるケースがある。



地域の実情を把握した地方が判断

■ 支障事例１ 『大臣許可案件・事前協議』

● 書類による国の判断では、高性能機械による
営農に適する優良農地（甲種農地）と判断

● 三重県北部に位置し、海に近く、塩害による被害が大きい農地
● インターチェンジに近い場所に、企業が進出を計画

□ 現地の区画・排水条件・地盤条件を調査
□ 区画の形状の大きさが高性能機械による営農に不適
□ 排水条件・地盤条件が悪い

● 高性能機械による営農に適さない
農地（第１種農地・第３種農地）で
あると国と県の見解が一致

事前協議に日時を要し、企業が進出を断念！

【背景】

【国への農地区分に係る事前協議】

国との事前協議
に要した時間 → １年

【協議結果】

３

農地転用の
可能性なし

農地転用の可能性あり

改善提案

しかし

権限移譲



■ 支障事例２ 『大臣許可案件・事前協議』

・地方も優良農地の重要性は認識しており、農地転用の基準は国・地方ど
ちらも同じで、地域の実情を説明すれば、 最終的に国と県で見解が相違
する ことはほとんどない。

・地方への権限移譲により農地が失われるのではないかという懸念自体が
あたらない。

・審査の内容及び基準に変わりはないので、面積により許可権者が変わる
のは合理的な理由に乏しい。

・大臣協議は農地法附則で「当分の間」とされたまま、10年以上経過している。

・事務処理に多大な時間・手間を要し、迅速性に欠ける。

・市町村農業委員会が農地転用の許可申請を受理・審査し、意見を付して
都道府県知事に送付していることから、知事から都道府県農業会議への
諮問について見直すべき。

【農地制度に係る支障事例等について】

全国知事会・全国市長会・全国町村会が平成２５年８月にアンケートを実施
した結果、次のような意見があった。

４



（２） 農用地区域からの除外（農振除外）、農地転用許可基準

● 農用地区域からの除外
（農業振興地域の整備に関する法律 第１３条第２項）

⇒ 農用地区域からの除外には、“５つの要件”があり、
すべて満たさないと除外できない。
⇒ 優良農地を確保するとともに、
地域の営農条件に支障を及ぼさない等の観点から設定

現 状 ①

１． 農地制度において現在支障となっている事例

● 農地転用許可基準 （農地法 第４条、第５条）
⇒ 農地の優良性や周辺の土地利用状況により農地を区分

→ 優良農地は原則転用不可
⇒ 周辺農地への営農上の支障、農地転用の確実性により
許可・不許可を判断

農
地
や
営
農
条
件
に
関
す
る
視
点
の
み

現 状 ②

５

・農村振興の視点が不十分
・まちづくりや防災の視点に立った土地利用に支障課 題



■ 支障事例３ 『農地の土地利用規制』

【想定される事例①】

・地震時にはＡ病院は、災害医療面でも重要な役割を担うことから、
郊外の津波の影響のない農地へ病院の移転を計画
・この計画は、Ｂ市内の病院適正配置の観点からも有効

課 題

構 想

・Ａ私立病院は、Ｂ市の海岸部の市街地に位置する救命救急を担
う総合病院で、南海トラフ巨大地震時に津波浸水が予測される区
域にある。

・その対象となる用地が優良農地であれば、農振法や農地法の
土地利用規制により構想の実現が困難

問題点

６



■ 支障事例４ 『農地の土地利用規制』

【想定される事例②】

・町役場と駅の周辺に医療・看護・介護等の施設の誘致を行って
高齢者に優しいまちづくりを構想

課 題

構 想

・Ｃ町では、今後急激に進展する高齢化社会に備えたまちづくり
をしていくことが喫緊の課題

・その対象となる用地が優良農地であれば、農振法や農地法の
土地利用規制により構想の実現が困難

問題点

７

まちづくりや防災などの視点から自治体が
取り組まなければならない施策や計画が
ある場合

農振法や農地法
の規制を緩和

【改善提案】



■ 支障事例５ 『農地転用の規制緩和』

① ５割以上の要件を緩和
農業者自らが生産する農畜産物のほか、
同一市町村の区域内の農業者が生産する
農畜産物も認める。

② 農家レストランも“農業用施設”に認める。

６次産業化等
による農村振興
を促進

現 状

● 農用地区域内の農地の原則不許可の例外
・ 農産物加工施設・販売施設は、農業者自らが生産する農畜産物
を量的又は金額的に“５割以上”使用していなければ“農業用施設”
にあたらない。
・ 農家レストランは農業用施設と認められない。

・ ６次産業化を促進することにより、農業・農村全体の所得向上と
農業の成長分野への転換を図る。

ニーズ

【改善提案】

８

＜参考＞
国家戦略特区について、東海地域から「アグリフロンティア創出特区」を提案



２． 農地制度改善に向けた提案

現行制度については、

●まちづくりや防災の観点からの配慮が必要

●農村振興の視点が不十分

９

●地方も優良農地の重要性は認識して
おり、農地転用の基準は国・地方どち
らも同じで、地域の実情を説明すれば
最終的に国と県で見解が相違するこ
とはほとんどない。

●国の関与があることで、時間を要して
いるケースが多くあるが、現地の状況
を把握している地方に権限が移譲さ
れれば迅速な判断が可能

農地転用に
関する権限
を地方に
移譲すべき

まちづくり・防災
や農村振興に
も配慮した
農地転用を
可能にすべき

地域の
実情に
応じた
農業・農村
の活性化



【参考①】 地域の農業の振興に関する地方公共団体の計画
（農業振興地域の整備に関する法律施行規則）

（第４条の４第１項第27号）

趣 旨
・市町村が地域の農業の振興の観点から定めた計画に基づく農業振興施設の用地は、
優良な農地であっても農用地区域からの除外・農地転用が可能

要 件
・当該地域の特性に応じた農業の振興を図るために必要なもの
・市町村は計画に沿って地域の農業の振興が図られているか定期的に検証 等

農業公共事業の完了後８年未満の農地
は、農用地区域からの除外要件を満た
さない。

農用地からの除外可能
・農振法第１０条第４項
・農振法施行令第８条第４号
・農振法施行規則第４条の４第２７号

【農振法】
【農地法】

甲種農地・第１種農地は、
農地転用が原則不許可となる。

甲種農地・第１種農地でも
農地転用の不許可の例外

・農地法第４条第２項
・農地法施行令第１０条第１項第２号へ
・農地法施行規則第３８条

【利点】

２７号計画 ２７号計画

１０
施行規則第38条の計画＝農振法「通称27号計画」「通称27号計画」



農業振興地域の整備に関する法律
（農業振興地域整備計画の基準）
第十条
３ 市町村の定める農業振興地域整備計画のうち農用地利用計画は、当該農業振興地域内にある農用地等及び農用地等とす
ることが適当な土地であって、次に掲げるものにつき、当該農業振興地域における農業生産の基盤の保全、整備及び開発の
見地から必要な限度において農林水産省令で定める基準に従い区分する農業上の用途を指定して、定めるものでなければな
らない。
４ 前項の農用地等及び農用地等とすることが適当な土地には、土地改良法第七条第四項に規定する非農用地区域内の土地
その他政令で定める土地は含まれないものとする。

農業振興地域の整備に関する法律施行令
（農用地及び農用地等とすることが適当な土地に含まれない土地）
第八条 法第十条第四項の政令で定める土地は、次に掲げる土地とする。
一～三 略
四 公益性が特に高いと認められる事業に係る施設のうち農業振興地域整備計画の達成に著しい支障を及ぼすおそれが少ないと認
められるもので農林水産省令で定めるものの用に供される土地

農業振興地域の整備に関する法律施行規則
（公益性が特に高いと認められる事業に係る施設）
第四条の四 令第八条第四号の農林水産省令で定める施設は、次に掲げるものとする。
ニ～二十六のニ 略

二十七 地域の農業の振興に関する地方公共団体の計画（次に掲げる要件の全てを満たすものに限る。）においてその種類、
位置及び規模が定められている施設（当該農業振興地域の特性に応じた農業の振興を図るために必要なものに限る。）
イ～ヲ 略

※通称２７号計画

【参考②】
『農業振興地域の整備に関する法律（農振法）』（抜粋）

１１



農 地 法
第四条 農地を農地以外のものにする者は、政令で定めるところにより、都道府県知事の許可（その者が同一の事業の目的に供するた
め４ヘクタールを超える農地を農地以外のものにする場合には、農林水産大臣の許可）を受けなければならない。
２ 前項の許可は、次の各号のいずれかに該当する場合には、することができない。ただし、・・・・・・・・・その他政令で定める相当の事由
があるときは、この限りでない。
一 次に掲げる農地を農地以外のものにしようとする場合
イ 農用地区域（農業振興地域の整備に関する法律第八条第二項第一号に規定する農用地区域をいう。以下同じ。）内にある農地
ロ イに掲げる農地以外の農地で、集団的に存在する農地その他の良好な営農条件を備えている農地として政令で定めるもの（市街化
調整区域（都市計画法第七条第一項の市街化調整区域をいう。以下同じ。）内にある政令で定める農地以外の農地にあっては、次に掲
げる農地を除く。）
（１） 市街地の区域内又は市街地化の傾向が著しい区域内にある農地で政令で定めるもの
（２） （１）の区域に近接する区域その他市街地化が見込まれる区域内にある農地で政令で定めるもの

【参考③】 『農地法』 （抜粋）

農地法施行令
（農地の転用の不許可の例外）
第十条 法第四条第二項第一号に掲げる場合の同項ただし書の政令で定める相当の事由は、次の各号に掲げる農地の区分に応じ、それぞれ当該各号に掲げる
事由とする。
一 略
二 法第四条第二項第一号ロに掲げる農地 農地を農地以外のものにする行為が前号イ又は次のいずれかに該当すること。
イ～ホ 略
ヘ ・・・・・・・・その他地域の農業の振興に関する地方公共団体の計画（土地の農業上の効率的な利用を図るための措置が講じられているものとして農林水産省令
で定めるものに限る。）に従って行われる場合で農林水産省令で定める要件に該当するものであること。

農地法施行規則

（地域の農業の振興に関する地方公共団体の計画に従って行われる農地の転用）
第三十八条 令第十条第一項第二号ヘの農林水産省令で定める計画は、農業振興地域の整備に関する法律（昭和四十四年法律第五十八号）第八条第一項に規
定する市町村農業振興地域整備計画又は同計画に沿つて当該計画に係る区域内の農地の効率的な利用を図る観点から市町村が策定する計画とする。

１２

※農業振興地域の整備に関する法律施行規則第４条の４第27号による計画（通称27号計画）



【参考④】 農地転用許可基準の概要
農地転用許可基準の運用により、優良農地を確保するため、農地の優良性や周辺の土地利用状況等により農地を区分し、転用
を農業上の利用に支障が少ない農地に誘導するとともに、周辺農地の営農に支障となる転用や具体的な転用目的を有しない投
機目的、資産保有目的での農地の取得は認めないこととしている。（平成１０年基準法定化）

１３

・生産性の
高い優良農
地

・小集団の
未整備農地
・市街地近
郊農地

・市街地の
農地

農用地区域内農地
市町村が定める農業振興地域整備
計画において農用地区域とされた区
域内の農地

甲 種 農 地
市街化調整区域内の
・農業公共投資後８年以内農地
・集団農地で高性能農業機械で
の営農可能農地

第 １ 種 農 地
・集団農地（10ｈａ以上）
・農業公共投資対象農地
・生産力の高い農地

第 ２ 種 農 地
・農業公共投資の対象となってい
ない小集団の生産力の低い農地
・市街地として発展する可能性のあ
る農地

第 ３ 種 農 地
・都市的整備がされた区域内の農地
・市街地にある農地

原則不許可

原則不許可
例外許可
・農業用施設、農産物加工・販売施設
・土地収用事業の認定を受けた施設
・集落接続の住宅等（500㎡以内）
・地域の農業の振興に関する地方公共
団体の計画に基づく施設 等

原則不許可
例外許可
・農業用施設、農産物加工・販売施設
・土地収用の対象となる施設
・集落接続の住宅等
・地域の農業の振興に関する地方公
共団体の計画に基づく施設 等

第３種農地に立地困難な場合
等に許可

原則許可

次に該当する
場合不許可

○転用の確
実性が認めら
れない場合
・他法令の許
認可の見込
みがない
場合
・関係権利者
の同意がな
い場合 等

○周辺農地
への被害防
除措置が適
切でない場合

○一時転用
の場合に農
地への原状
回復が確実と
認められない
場合

農
業
上
の
利
用
に
支
障
が
少
な
い
土
地
へ
誘
導

農地の状況 農地区分 許可の方針 ４ｈａ以下の農地転用
：都道府県知事
４ｈａ超の農地転用
：農林水産大臣（北海
道以外では地方農
政局長が許可）
＊市街化区域内は農
業委員会への届出
で転用可能

・国・都道府県が行う
場合（学校、社会福祉
施設、病院、庁舎及び
宿舎を除く）
・土地収用される場合
・農業経営基盤強化
促進法による場合
・市町村が土地収用
法対策事業のため転
用する場合 等

国・都道府県が、学校、
社会福祉施設、病院、
庁舎又は宿舎を設置
する場合、転用許可
権者と協議が成立す
れば許可があったも
のとみなす

法定協議

許可権者

許可不要

一般基準立地基準

（農林水産省作成資料より作成）



【参考⑤】 農地制度をめぐる全国知事会の対応
■平成２０年 ２月 ８日
「国の地方支分部局の見直しの具体的方策（提言）」
→    （農地転用許可権限を含む）地方農政局の大半の業務を
地方に移譲することが可能と整理

■平成２２年 ７月１５日
「国の出先機関の原則廃止に向けて」
→ 農地転用事務を地方移管すべき事務として整理

■平成２３年 ８月３０日
「移譲に向けて速やかに着手すべき事務・権限について」
→ 地方農政局の農地の転用に関する事務の移管に向けた
協議の開始について要請

■平成２４年 ７月１９日
「地域主権改革の推進について」
→ 農業振興に係る国の関与の見直しと権限移譲について提案

■平成２５年 ７月 ９日
「地方分権改革の推進について」
→ 農地転用に関する事務・権限の移譲及び
農地法見直しにあたっての地方との十分な協議について提言
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